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Ⅰ.はじめに
　平成21年度から、筆者は勤務先のある栃木県小山市の「学童保育ソフト
面の充実検討委員会」の一員として、学童保育指導員の待遇改善、学童保
育指導員認定制度の導入についての議論を続けてきた。会議に参加しなが
らも、学童保育指導員（以下、指導員と略す）の身分上の不安定さに愕然
とさせられた。同時に、幼児保育を研究する者として学童保育についての
認識不足を恥じることにもなった。「子どもを保育する、生活や遊びを指導
する」という重要な仕事でありながら、国家資格である保育士、教諭とい
う立場の幼稚園や小学校の教員に比べると、身分保障の面、待遇の面にお
いて雲泥の差が生じている。
　当然のことだが、「教育は人なり」という昔から語られる言葉があるよう
に、子どもと直接関わる指導員の資質能力は学童保育の質を左右する。研
修の内容充実による指導員の資質向上を図ることが最重要課題である。そ
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のことは、同時に指導員の専門性を明確にし、安定雇用を確立することが
前提条件となる。安心して働ける職場環境にあって初めて、指導員も余裕
を持って積極的に研修に参加することが可能になる。
　日本総合研究所調査部主任研究員の池本美香は、編者として執筆した著
書『子どもの放課後を考える』において、重要な指摘をしている。諸外国
に比べて、日本での放課後対策が遅れを取っている理由として、「子どもに
とってのワーク（学業）・ライフ（放課後）・バランス」という考えが存在
しないからであると述べている。つまり「子どもの人権を尊重する」とい
う視点が欠落していると指摘する。i
　筆者が「学童保育」問題を研究テーマに据えた理由は、社会全体がもっ
と「学童保育」「子どもの放課後」問題に注目すべきであると考えるから
である。池本が述べているように、女性の社会進出、子どもが育つ地域環
境の大きな変化などにより以前より増して学童保育の必要性が高くなって
来ているはずだが、「研究・分析対象としてはマイナーな分野」iiであるとい
う。全く同意見である。
Ⅱ.学童保育の現状
１.学童保育の量的拡大に伴う問題
　2008（平成20）年7月より、毎日新聞において「学童保育は今」という
タイトルで7回にわたり埼玉県内における学童保育の実態が掲載された。
その連載記事の総括として、埼玉大学（保育学）の吉川氏、県学童保育連
絡協議会会長の薄井氏、保護者代表の佐藤氏3人による座談会がさいたま
支局の主催で開催された。iiiそこでは、次のような諸問題が確認された。第
一に、「大規模化」問題である。放課後児童クラブガイドライン（2007、10
月）において、適正規模についてはおおむね40人程度としている。厚労省
は、2010年度から71人以上の大規模学童への補助金打ち切りを表明してい
たが、実際は補助金継続となり、現在1352ヵ所が存在している。
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　第二に、指導員の労働条件の不安定さを挙げている。低賃金で離職率が
高いことが指摘されている。全国学童保育連絡協議会調査（2007年）によ
ると、公営、民営合計の非正規職員は7割以上、年収150万未満は5割、退
職金がない人は7割、社会保険がない人も4割近いというデータが公表さ
れている。iv
　その理由として、保育学が専門の吉川氏は、学童保育が子どもの「発達
する場」であることが社会全体に認識されていないことを挙げている。vま
た、杉山隆一は、指導員については法的な規定がされなかった為に、「高齢
者含めて地域の人材活用ですませようとしている」vi政府側の計算が見え隠
れしていると指摘している。
　2007（平成19）年に発表された「放課後児童クラブガイドライン」にお
いて、児童の遊びを指導する者の資格を有する者が望ましいという曖昧な
表現に留まっている。また、資格要件については、市町村それぞれの自治
体の判断や基準に委ねられているのが実情である。
２.学童保育廃止から「すまいるスクール」へ　～品川区の事例～
　学童保育の量的拡大が進む中で、2006年5月に少子化対策特命大臣、厚
生労働大臣、文部科学大臣の三大臣合意で、「放課後子どもプラン」が発表
され、放課後児童健全育成事業（いわゆる学童保育）と全児童を対象とし
た放課後子ども教室推進事業の実施要項が一つになり、厚労省、文科省の
それぞれに「放課後子どもプラン連携推進室」が設置され、両事業の一体
化が政府からのトップダウンで推進されていくことになった。
　学童保育とは別に、学校施設を利用した1年から6年までの全児童を対
象に安全な居場所を提供するために自治体が独自に運営する「全児童対策
事業」が1990年以降、児童館が少ない地域、大阪市や横浜市等で展開され
るようになった。また2000年以降、この「全児童対策事業」と国から補助
金の関係で学童保育事業を一体化していくことになった。
　その一例が、品川区の場合である。1974年から品川区の学童保育指導員
五十嵐　敦　子
250
として勤務し、『学童保育−子どもたちの生活の場−』（岩波ブックレット
№701）の著者として知られるキャリアが長い下村忠治は、品川区議会が打
ち出した余りにも突然の「放課後児童健全育成事業（学童保育）の再編成
について」の大改革に衝撃を受けたと語っている。学童保育クラブ事業を
すべて廃止し、「すまいるスクール」という全児童対策事業へ切り替えてい
くという趣旨である。下村によれば、品川区の学童保育事業内容は、全国
から注目される程であったという。そうした状況の中で、1986年には「品
川区学童保育クラブ指導要領」が作成され、父母会も積極的に活動してい
た。
　しかしながら、1997年には「児童館と学童保育の一体的運営」が行財政
特別委員会から提案され、翌年には学童保育指導要領が強制的に廃止にな
り、一体的運営へと移行することになった。次々に改革が進み、指導員削
減、集団で活動する適正規模は無視されて大規模化が進行し、学童保育の
子どもと一般の子どもを区別することなく運営するようになっていった。
　最終的に、2006年4月には、区内40校すべての小学校に「すまいるスクー
ル」が開設されることになった。学童保育廃止という緊急の事態に直面し
退職を考えたという下村は、「学童保育で大切にしてきたこと」を新しい職
場である「すまいるスクール」でも実行していこうと決心し、また子ども
たちとの関係作りに専念する毎日を過ごしている様子である。さらに、保
護者との関係を大切にしたいと、月1回の「すまいるつうしん」を発行し
て、子どもたちの姿を伝える努力をしている。この通信文を読むと、指導
員の姿勢が伝わってきて感動させられる。vii
Ⅲ.学童指導員の資格化と専門性の問題
１.資格化をどう捉えるか
　石原剛志（静岡大学）は、学童指導員に独自の資格制度を作るという「資
格化」について、そのテーマについての研究が現段階において十分には蓄
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積されていないと指摘している。また、「資格」という意味が曖昧なまま議
論されていることの問題であるとしている。加えて石原は、「資格化」につ
いて、次のように問題提起を行っている。
　第一の提言は、専門職といわれる「公的職業資格」（国家資格）をイメー
ジするのかあるいは、民間の団体による、たとえば簿記検定試験や認定心
理士などの「技能検定」としての資格をイメージするのかということであ
る。第二の提言は、学童保育指導員として独立した資格（全国学童保育連
絡協議会が提案する「学童保育士」）を考案するのか、あるいは教員免許や
保育士などの基礎資格を基に研修や講習を受けて取得する資格を考案する
かであるとしている。viii
　長い間大阪で指導員の養成と現任研修を担ってきた大阪総合福祉専門学
校の杉山隆一は、指導員養成カリキュラムを紹介している。養成カリキュ
ラムにおいて、保育士養成科目を基礎として、その他に学童保育独自科目
を取得する。独自科目として、以下のような四つの領域を提案している。
①学童保育の本質と目的を理解する科目（「学童保育概論」「教育概論」）、
②子どもを理解する科目（「発達心理学―乳幼児期から思春期まで」、③指
導内容と方法を理解する科目（「指導内容論」「家族援助論」「子どもの遊び
論」、④地域との関係で学童保育の役割を学ぶ科目（「地域福祉論」「子育て
支援論」）ix
２.専門性について
　学力世界一として注目されている北欧の国、フィンランドの学童保育の
システムを学ぶべく、岡山県学童保育連絡協議会の企画で視察を実施し、
その視察報告書として、『私たちが見てきたフィンランドの学童保育』（糸
山智栄・中山芳一編著、岩波ブックレット）xが出版された。
　その報告には、日本の制度との大きな違いが述べられていて興味深い。
フィンランド国内にあるすべての学童保育は国営で、したがって指導員は
国家公務員となる。加えて教員または保育士の資格を持つ者が採用されて
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いることである。また、施設は、学童保育のみが使用する建物ではなく、
「プレーパーク」と呼ばれる地域の子育て支援施設の中で時間帯に応じて
年齢の異なる子どもたちが共有するようになっている。午前中は、乳幼児
とその親が利用し、午後は小学校の低学年が学童保育の時間（午後5時ま
で）として利用する。午後5時以降は、地域の中高生たちに活動する場と
して提供されている。
　ここで、先に紹介した報告書に述べられている指導員の専門性を参考に
しながら、日本における指導員の専門性について考察したい。
1．子どもの自己決定を尊重する。
２．安全を見守ることに集中する。
3．自立を促す。つまり、自己主張できるコミュ二ケーション能力を育て
る。
4．やってはいけないことにストップをかける。礼儀やマナー、守るべき
ルールや約束を徹底させる。
5．子どもへの共感を大事にする。子どもへの共感が子どもに安心感や自
己肯定感を育てる。子どもの話やニーズに耳を傾けることのできる資
質能力は、実践しながら身につけていく。
6．コミュニケーション能力が必要である。子どもとのコミュニケーショ
ンだけではなく、保護者や仲間とのコミュニケーションも大切である。
7．綿密な計画と臨機応変さが必要である。
８．同僚とのチームワークを大切にする。xi
　以上、どの項目も、日本における指導員が仕事として大切にしていること
である。また、埼玉県で長く指導員として活躍し、現在全国学童保育連絡協
議会副会長の河野伸枝の著書『わたしは学童保育指導員』（高文研、2009）
の中で、指導員の仕事として、十二項目を挙げている。その中で、子ども
を理解する、保護者の相談、学校・関係機関との連携、保育の記録、研修
への参加、以上の五項目には特に注目したい。xii河野の言葉を借りれば、保
育は、遊び場や居場所ではなく、第二の家庭ともいえる「生活の場」であ
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ることを強調する。筆者も同感である。したがって、指導員と子どもとの
密接な関係、密度の濃い関係が必要である。また、子どもたちにとって指
導員は、「弱みを見せられる大人」xiiiであることが大切である。河野は、指
導員としての仕事に真摯に取り組むためには、「自分の力量を高め、感性を
磨き続けることが求められる」xivことから、研修の重要性を指摘している。
Ⅳ.研修について
　「放課後児童クラブガイドライン」において、6．放課後児童指導員の役
割⑤放課後児童指導員としての資質の向上を挙げている。
　小山市学童保育の会（NPO法人）の研修例を平成23年度事業報告より、
紹介したい。
◦年間5回にわたり、初級指導員研修を行う。『テキスト　学童保育指導員
の仕事』（全国学童保育連絡協議会編、2009）を使用する。
◦県主催指導員発達理論研修　1回
◦県主催実技講習　　　　　　3回
◦市主催指導員研修　　　　　２回
◦北関東全国学童指導員学校参加
◦全国学童保育研究集会参加
　各クラブから数名が参加し、各クラブに戻って不参加の指導員に伝達研
修を行う。xv
　このように、小山市の学童保育は、他の自治体に比べて研修が充実して
いること、行政の担当者も熱心であるといえる。しかしながら、行政主催
の研修会が実施されない、実施されたとしても年一回の救急法の講習、遊
びや工作などの実技講習のみという地域もあるという。xvi
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Ⅴ.学童保育の今後
　今年の6月に早稲田大学で開催された日本学童保育学会第3回大会にお
いて発表された日本総合研究所の池本美香研究員による発表「諸外国との
比較でみる放課後・学童保育問題」に対して増山均（早稲田大学大学院）
が次のようにコメントしている。
　海外の動向から学ぶことによって、「子どもの放課後」の理念を深める必
要があり、「福祉と教育を統合した新しい理念・概念（「教育福祉」）の探求
が求められている」xviiと述べた。
　また、フランスのように、余暇センター xviiiとしての放課後対策を考えて
みるのも一案である。余暇センターには、乳幼児から小学校の子ども（学
童の子どもを含む）、そして中高生までの子どもたちが同じ場所に集まる。
そうなれば、異年齢、異世代との交流が自然に行われる。
　子どもの保育、教育に関しては、管轄する行政を一本化する必要がある。
　最後に、労働条件、社会的地位の不安定さを抱えながらも、全国には多
くの熱意ある指導員がいることは、非常に明るい未来を実感する。また、
子どもの権利条約の第3条にあるように、「子どもの最善の利益が第一義的
に考慮される」ことを常に念頭に置かなくてはならない。
　　　　　　　　　　　　　
i	 池本美香編『子どもの放課後を考える』勁草書房、2009、p.230
ii	 同書、はしがき
iii	 毎日新聞、2008年9月5日掲載記事
iv	 全国学童保育連絡協議会『学童保育情報2011−2012』p.10参照	
v	 毎日新聞前掲記事
vi	 学童保育指導員専門性研究会『学童保育研究会5』かもがわ出版、p.27
vii	 下村忠治著『放課後の居場所を考える』（岩波ブックレット）P.17〜29
viii	 学童保育指導員専門性研究会、前掲書、P.13〜23
ix	 同書、p.27〜33
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x	 糸山智栄、中山芳一編『私たちが見てきたフィンランドの学童保育』岡山県学童保育連絡
協議会、2008年、
xi	 同書、p.32〜63参照
xii	 河野伸枝著『わたしは学童指導員』高文研、2009年、p.54〜80
xiii	 学童保育指導員専門性研究会、前掲書、p.47
xiv	 河野伸枝著、前掲書、p.80
xv	 第6回NPO法人小山市学童保育の会総会資料（2012. 5.19）参照
xvi	 全国学童保育連絡協議会『テキスト　学童保育指導員の仕事』（2006）p.112
xvii	日本学童保育学会第3回研究大会発表要旨集より
xviii	フランスの余暇センター（centre	de	loisir）は、２歳半〜17歳の子どもを対象とし、目的
は、学校・家庭以外の集団生活の保障である。したがって、宿題、学習、外国語教育は対
象外となっている。（池本美香、日本学童保育学会第3回研究大会発表より）
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